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【全体考察】

今回の施設長研修の大きなテーマは、新体系施設への移行問題であった。厚生労働省から説明された平成２１年度の法改正では抜本的な見直しに向けた緊急的な措置として、平成20年7月に利用者負担の見直し、事業者の経営基盤の強化、グループホーム等の整備促進等の緊急措置が行われることが説明されたが、参加者の思惑は新体系施設に移行しても今までどおりの施設運営が成り立っていくのか、という核心部分を探りたいというのが本音であるように感じた。現に参加した生活訓練施設の多くの施設長から、日中活動の生活訓練では成り立たないこと、また、夜間支援としてのグループホーム、ケアホーム、が多機能として認可されない（県の裁量によって異なる）問題等、職員のリストラも辞さないという声が多く聞かれた。

　青山荘も例外ではなく、現状の生活訓練とグループホーム、ケアホーム（青森県では多機能は可能）でのサービス提供では現運営補助金の半分以下になってしまうことから、就労系のサービスも検討する必要があるし、デイケアと棲み分けしたプログラムの検討も必要となり、早急に対応するべき問題と考える。

　

基調講演「障害者自立支援法３年後の見直し並びに今後の具体的な方向性について」

　　全国精神障害者社会復帰施設協会　　会長　高野　修次

１.新体系施設への移行状況について

居住系施設の新体系移行は精神現在２割程度であり移行後の安定経営に不安がある。日中活動としては収入面の多い就労系への移行が多い。

２．就労系、居住系の事業所について

障害者自立支援法では就労を全面に出しているが、現行の就業関係の社会復帰施設の動きとしては、移行することで事業収入増の施設もあるが、利用率によって事業収入が不安定な面もあることや移行後のメリットがない等の理由から新体系施設への移行は少ない。また、移行した場合でも支援内容に変化がない施設が多く、就労移行支援事業の利用期限もまだ先ということもあり、動きは鈍い。また、サービスを利用する場合に原則10％を自己負担が必要になるため、手元に残る金額が少ないなど利用者の満足度も考えれば、利用者の上限額負担の軽減、日払いから月払いにする問題も慎重に進めなければならない。

居住系への移行が進まないのは、２年という期限があるものについてどう確保していくのか、また利用率向上をどう考えるか、退院促進や短期宿泊機能をつけて定員を確保する事も必要である。

３．障害程度区分について

報酬単価の見直しに向け、現在の障害程度区分に６８項目をプラスし、Ｈ21年もしくはＨ24年の見直しを検討している。程度区分判定で、知的障害社会は障害程度区分判定はSIS（米国の知的障害者能力評価表）を改訂したものを国に提出。日精協は２軸評価であり、X軸、Y軸プラスQOL部分で評価していて医療モデルの区分判定である。福祉モデルを国は全精社協に依頼している。地域生活支援モデルは、ケアマネで示す支援計画に反映される区分判定でやらなければならない。

行政説明「障害福祉施策の現状と課題」

　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部　　障害福祉課長　蒲原　基道

障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置として

　利用者負担の見直し・・・２０年７月

障害者・・・低所得１及び２（非課税世帯）の障害者の居宅・通所サービスに係る負担上限額を更に変更。

	１月あたりの負担上限額
	低所得１
	３，７５０円　→１，５００円

	１月あたりの負担上限額
	低所得２
	６，１５０円　→３，０００円

	※通所サービスは一律
	３，７５０円→１，５００円


　世帯範囲の見直し・・・２０年７月

	成人の障害者について、障害福祉サービスの負担上限額を算定する際の所得段階区分を「個人単位」を基本として見直し、本人と配偶者のみを勘案する事とする。


障害児

	現行・・・年収６００万円程度
	見直し・・・年収８００万円程度（障害児を抱える世帯の８割以上が軽減措置の対象になる）


緊急的な改善措置

	①通所サービスに係る単価の引上げ
	通所サービスの「利用率」を見直し、単価を４％引き上げ。

	②定員を超えた受入の更なる弾力化

（通所サービスの受け入れ可能人数について）
	・１日当たりで定員の１２０％まで　→１５０％まで

・過去３ヶ月平均で定員の１１０％まで　→１２５％まで

	③入所サービスにおける入院・外泊時の支援の拡充
	入所サービスの利用者が入院・外泊した際、一定の支援を実施した場合に障害福祉サービス費用を支払う措置について更に拡充。


　基金の使途や事業の実施基準の見直し

　「特別対策」により各都道府県に造成された基金の使途や事業の実施基準を見直すことにより、以下の支援を実施。

	①就労支援を行う事業者への支援

	②相談支援事業の拡充


	③地域における施設の拠点機能に着目した事業者への支援

→障害者に対する地域住民の理解や支援力を高めるなど、施設の拠点機能を高めるための活動に助成。


	⑥諸物価高騰等への対応

→諸物価高騰によるコストの増加分や事務処理コストの増加分について、事業者に対し助成。


	⑦諸規模作業所の移行促進

→新体系への移行を促進するなど、小規模作業所への支援。


【考察】

障害者自立支援法は仕組みが難しく、利用者がどのサービスが使えるのかが分かりにくい。制度が複雑になったのは、介護保険と同様に原則一割の自己負担を導入した事と考える。しかし所得保障制度がない中での原則一割負担は、上記のように緩和措置を講じても重度の障害者ほど負担が増えることになる。また、障害者福祉サービスの絶対量不足、障害者が地域での自立した生活と就労支援を目指した「地域生活支援事業」は、障害者の社会参加に欠かせないサービスだけに、地域独自のサービスが期待されているが、今後、運営的な面からと地域生活を支えるサービスは極端に不足してくると考える。また、マンパワー不足の改善等、人的、質的な面からも、事業提供者が十分なサービス提供をするためには、さまざまな検証が必要となる。
　その他、当事者主体のサービスを実施するにあたり、これまで弱い立場に置かれがちであった利用者、特に自ら主張することに困難がある人々を護るための権利擁護システムは、まだまだ未確立と言わざるをえない。成年後見制度や地域福祉権利擁護事業などの利用が進み、地域包括支援センターなども位置づけられたが、権利擁護については踏み込んだ検討が必要である。「地域生活支援事業」の中で、市町村は権利擁護事業を実施しなければならないこととされており、この分野においても成年後見制度の普及が課題となっている。介護保険法、高齢者虐待防止法とともに障害者自立支援法においても、成年後見制度の果たすべき役割は大きく、かつ深まっている。障害者自立支援法に関する問題解消に向けて、成年後見制度に取り組んでいく必要がある。
第２分科会　居住系・訪問事業所

コメンテーター

　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部　障害福祉課専門官　清水　剛一

話題提供者

　精神障害者　生活訓練施設　アスロード村杜　孝子　様

　共同生活介護　ノア

　　精神保健福祉士　宮崎　彰造

　社会福祉法人　京都光彩の会　京都市中部精神障害者地域生活支援センター「なごやかサロン」

　　施設長　藤井　弘

「ノア」のとりくみ

　【考察】

生活訓練施設、共同生活介護の話題提供があり、生活訓練施設は移行を見合わせているとの事であった。移行に対する考え方としては、生活訓練とグループホームの多機能型事業所を考えているとのことで、就労系は今のところ考えていないとの事である。話題提供というより、現況の報告であった。共同生活介護「ノア」はＮＰＯ法人で運営する事業所で、すでにケアホームに移行しているが、移行期の問題点として、支援体制の重層的な整備、包括的連携体制、症状やライフサイクルに合わせた援助が必要と報告している。新体系事業所の移行には、施設の運営面、利用者の確保等さまざまな問題点もあるが、利用者の処遇、心理的側面も十分に考慮していかなければならないと痛感した。






































































